
決算報告書

令和６年度

自　令和６年４月 １ 日

至　令和７年３月３１日

資料４－３



（単位；百万円）

区分

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

　収入

運営費交付金 619 619 0 1,123 1,156 33 264 283 19 115 117 2 38 54 16 (注13) 819 795 △24 2,981 3,025 44

自己収入 663 785 122 486 481 △5 132 89 △43 36 30 △6 15 15 0 2 2 0 1,336 1,406 70

事業収入 - - - 458 440 △18 7 12 5 (注8) 26 21 △5 (注11) - - - - - - 493 475 △18

外部資金研究費等 573 695 122 (注1) 26 38 12 (注4) 123 76 △47 (注9) 9 9 0 15 15 0 - - - 748 835 87

財産運用収入 87 87 0 - - - - - - - - - - - - - - - 87 87 0

その他 2 2 0 1 2 1 (注5) - - - - - - - - - 2 2 0 6 7 1

積立取崩 - 15 15 (注2) - 29 29 (注6) - - - - - - - - - - 59 59 (注15) 0 104 104

　計 1,282 1,419 137 1,609 1,668 59 396 372 △24 152 148 △4 53 69 16 822 857 35 4,317 4,536 219

　支出

業務費 1,266 1,378 112 1,569 1,589 20 405 365 △40 152 141 △11 71 84 13 - - - 3,464 3,559 95

技術研究経費 359 388 29 680 681 1 129 135 6 56 50 △6 (注12) 55 69 14 (注14) - - - 1,281 1,325 44

人件費 355 337 △18 862 869 7 154 154 0 85 82 △3 - - - - - - 1,458 1,443 △15

外部資金研究経費等 551 651 100 (注3) 26 38 12 (注7) 121 75 △46 (注10) 9 9 0 15 15 0 - - - 724 790 66

一般管理費 - - - - - - - - - - - - - - - 716 746 30 716 746 30

人件費 - - - - - - - - - - - - - - - 515 491 △24 515 491 △24

維持運営費 - - - - - - - - - - - - - - - 201 255 54 (注16) 201 255 54

施設整備費 - - - - - - - - - - - - - - - 136 127 △9 136 127 △9

　計 1,266 1,378 112 1,569 1,589 20 405 365 △40 152 141 △11 71 84 13 853 874 21 4,317 4,433 116

収入-支出 16 41 25 40 79 39 △9 7 16 0 6 6 △18 △15 3 △31 △16 15 0 102 102

　本表は、当法人の予算の区分に従い、決算額（予算執行実績）から当初予算額を差し引き差異の説明をしています。従って、財務諸表とは科目表示や算定条件が相違しています。

  百万円未満を切り捨てしているため、端数が合わないことがあります。

受託研究収入（県）が増加したことによるもの

目的積立金の取り崩しによるもの

注1に示した理由により、外部資金研究経費の支出が増加したことによるもの

国庫補助金収入が増加したことによるもの

雑収入が増加したことによるもの

前中期目標期間取崩し収入が増加したことによるもの

注4に示した理由により、外部資金研究経費の支出が増加したことによるもの

研究成果利用等収入が増加したことによるもの

受託研究収入が減少したことによるもの

注9で示した理由に伴い、外部資金研究経費の支出が減少したことによるもの

受講料収入が減少したことによるもの

注11で示した理由に伴い、技術研究経費の支出が減少したことによるものが

標準運営費交付金が収入が増加したことによるもの

注13で示した理由に伴い、技術研究経費の支出が減少したことによるものが

目的積立金取り崩しによるもの

ネットワーク環境整備費の支出が増加したことによるもの

(注14)

(注12)

(注13)

(注11)

(注5)
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(注16)

【注記】

(注1)

(注2)

(注3)

(注7)

(注8)

(注9)

(注10)

(注6)

(注4)

(注15)


